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 平成２７年第１回市議会定例会が開催されるに当たり、市政に対する所

信の一端を申し述べますとともに、市政の諸課題をはじめ提案いたしまし

た議案について、その概要を御説明申し上げます。 

 私が、平成７年に、生まれ育てていただいた「愛する郷土敦賀」の発展

と福祉の向上を目指したいという一心で市長選に臨み、多くの市民の皆様

の御支持をいただき、敦賀市長に就任した日から、早や２０年が経とうと

しております。 

就任当時、市政運営の基本方針として、快適で安心できるまち敦賀の形

成、健康で生きがいのある福祉社会の実現、たくましい産業の育成とまち

の活性化、魅力ある教育行政の充実を掲げ、この基本方針を盛り込んだ第

５次敦賀市総合計画、そしてこれを発展させた第６次敦賀市総合計画を、

市民の皆様をはじめ多くの方々の参画のもと策定し、今日まで計画実現に

向けた施策を着実に推進してまいりました。計画期間中には、東日本大震

災の発生など大きな社会経済環境の変化もありましたが、現在、計画のほ

ぼ全ての事業が進捗しております。 

 改めて、市議会並びに市民の皆様の温かい御協力に対し、衷心より感謝

申し上げますとともに、残された任期におきましては、これまでと同様、
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全力を挙げて職務に邁進してまいる所存であります。 

 今月９日から２日間降り続いた雪により、本市の積雪は短時間で６４セ

ンチメートルに達し、一時的に主要幹線交通網が寸断されました。本市で

は、国、県、警察等との連携のもと早期の除排雪に努めるとともに、１０

日には大雪に関する情報連絡会議を開催し、情報収集、分析を行い万全の

体制で対応に当たったところであります。不眠不休で対応していただいた

事業者の方々、除排雪作業に当たり、御理解、御協力いただきました市民

の皆様に対しまして厚く御礼申し上げますとともに、今後とも、雪害に対

する防災体制の強化、充実に努めてまいります。 

 さて、我が国経済は、安倍内閣が推進する、いわゆるアベノミクスによ

る大胆な金融政策や機動的な経済対策の効果により景気は回復基調にあり

ますが、依然、個人消費の伸びには弱さがみられます。 

また、国の経済対策の波及効果は大都市に偏り、地方への波及はいま一

つ実感されないものとなっており、特に本市においては、エネルギー政策

の不透明な状況などにより、経済情勢は依然として厳しい環境にあります。 

 こうした中、国は平成２６年度補正予算及び新年度予算案において、

「地方創生」を優先課題に掲げ、人口減少と地域経済縮小の克服に全力を



 

 3 

挙げて取り組むこととし、予算が重点配分されました。 

本市におきましては、昨年１０月に策定した敦賀市人口減少対策基本計

画に基づき設置した、人口減少対策推進本部を中心に地方創生のための具

体的な施策の立案を進めているところであります。 

推進本部会議において、各部局から提案のあった５６件の施策について、

その効果及び実現可能性の観点から事業を進めていくべき施策を２０件程

度に絞り込み、一部を新年度予算に盛り込むとともに、新たな施策につい

ては、現在、担当部局において事業化の検討を行っており、早期の予算化

を目指してまいります。なお、本市では、基本計画の柱の一つである「子

育て支援の充実」を図るため、子育て世帯の負担軽減策についての取組を

進めており、その一環として新年度から第３子に係る就学までの保育料等

の原則無料化を実施することといたしました。 

また、国の補正予算において、地方創生、地域消費喚起・生活支援のた

めの「地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金」が創設されたことか

ら、この機会を逸することなく、推進本部会議での議論を踏まえた当該交

付金を活用した事業を実施することとし、本日、補正予算案を追加提出さ

せていただきましたので、御審議賜りますようお願い申し上げます。 
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ところで、来る３月２１日から開催されます第８７回選抜高等学校野球

大会に、本市から２年ぶりに敦賀気比高等学校が出場することとなりまし

た。選抜大会６回目の出場であり、輝かしい実績を持つ実力校として、日

頃の練習の成果を遺憾なく発揮し、はつらつとした全力プレーで、前回を

上回る活躍を期待するとともに、敦賀の名を大いに全国にアピールしてい

ただきたいと存じます。 

 次に、当面する市政の重要課題について申し上げます。 

まず、原子力行政についてであります。 

 去る１２日に、関西電力高浜発電所３、４号機の新規制基準適合性に係

る審査書が原子力規制委員会で確定し、原子炉設置変更許可がなされまし

た。今後、工事計画や保安規定変更認可などの審査が残されておりますが、

国及び事業者には、更なる安全性確保に向けて万全を期していただくとと

もに、原子力利用に対する国民の理解が得られるよう、最大限の取組を行

っていただく必要があると考えております。 

原子力発電所の再稼働がようやく現実味を帯びてくる中、先月３０日に、

全原協会長として、原子力損害賠償法や原子力防災対策、使用済燃料等の

問題に関し、早急な見直しや国の取組強化などを役員の皆様とともに関係
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省庁に要請してまいりました。これらはいずれも、発電所の稼働の有無に

かかわらず解決しなければならない課題であり、国においては、国策に対

する責任ある立場として、速やかに取り組んでいただくことを望むところ

であります。 

さて、敦賀発電所の敷地内破砕帯に関しましては、昨年１２月に開かれ

たピア・レビュー会合におきまして、複数の委員から、有識者会合の評価

書案に対する異論や疑問が相次いでおりました。このことは、有識者会合

において科学的根拠に基づいた議論が不十分であることの表れであり、去

る１月７日には、市議会議長や商工会議所会頭とともに原子力規制庁を訪

問し、科学的・技術的議論を尽くすよう、再度申し入れを行ったところで

あります。 

また、去る２３日に行われました市議会全員協議会や、昨日の原子力懇

談会でも、破砕帯問題に対する原子力規制委員会の一連の対応などを批判

する意見が大勢を占めておりました。 

原子力規制委員会においては、是非とも、慎重かつ公正な審議と地元へ

の説明責任をしっかりと果たしていただくよう強く望む次第であります。 

一方、もんじゅにつきましては、機器の点検不備によって原子力規制委
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員会から発せられた保安措置命令等に対する報告書を昨年１２月に提出し、

現在、原子力規制庁においてヒアリングなどを通じ、報告書の内容の確認

が進められております。 

もんじゅの集中改革期間は今年度末までとなっておりますが、国際的な

研究開発の拠点として新たなステップに踏み出せるよう、原子力機構と文

部科学省においては、安全を最優先に、改革の歩みを絶やすことなく、必

要な取組をしっかりと果たしていただきたいと考えております。 

次に、嶺南広域行政の推進について申し上げます。 

昨年度から嶺南６市町では、広域行政について、担当職員で共通する行

政課題の調査研究を始め、今年度は、各市町首長及び嶺南振興局長などか

らなる嶺南地域広域行政推進委員会を設置するとともに、専門部会も設置

し、廃棄物処理をはじめ、広域観光、公共交通などの具体的な項目や、広

域化推進のための手法についての検討を進めてまいりました。 

新年度は、事務局機能を更に強化するため、推進委員会に広域連携推進

室を設置し、引き続き、実施体制も含め、新たな広域連携のあり方につい

て検討していくこととなりました。 

本市といたしましても、広域的な観点からの事務事業に取り組んでいく
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ことは大変重要であると受け止めており、今後とも嶺南各市町と連携をと

りながら、広域行政の推進に取り組んでまいりたいと存じます。 

 敦賀市地域防災計画について申し上げます。 

 本市の防災対策の基本となる地域防災計画につきましては、去る２３日

に敦賀市防災会議を開催し、改定いたしました。今回の改定では、一定期

間、避難生活を送る指定避難所に加え、災害の種類に応じた緊急の避難場

所を追加で指定するとともに、原子力災害対策編では、バス等で避難する

場合の一時集合場所や、広域避難時の拠点となる拠点避難所を奈良県内や

福井市内に定めたところであります。また、他の自治体からの避難住民受

け入れについては、本市の支援体制を明記した広域避難受入計画に関する

項目を追加いたしました。 

今後は、改定した地域防災計画に基づき、被災者保護対策の充実強化等

を図るとともに、大規模かつ広域的な災害にも迅速・的確に対応できるよ

う対策を進めてまいります。 

次に、防災対策について申し上げます。 

 原子力防災対策につきましては、以前より県とともに準備を進めており

ました、発電所から５キロ圏内の市民の皆様への安定ヨウ素剤の事前配布
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を、今月２２日の白木地区を皮切りに開始しております。残る対象地区の、

手、色浜、浦底、立石の各地区についても、順次説明会を開催し、配布し

てまいりたいと考えておりますので、地元の皆様の御理解、御協力をお願

い申し上げます。 

 一方、一般防災につきましては、一昨年の台風１８号の際、開設した避

難所において、災害や天候、河川の状況の情報をリアルタイムで提供でき

なかったことが課題となりました。その後実施した災害情報等に関する住

民実態調査では、約７割の方々が、テレビを災害や気象などの情報源とし

ていたことから、避難所においても、避難者に迅速かつ正確な情報や安心

を提供するため、テレビ回線整備の経費を当初予算に計上いたしました。 

今後とも、様々な防災・減災対策を組み合わせ、市民の安心安全を最優

先として、防災力向上に努めてまいりたいと存じます。 

交通網の整備について申し上げます。 

北陸新幹線につきましては、先月１４日、「敦賀開業３年前倒し」が、

政府・与党の申し合わせで正式決定され、同日閣議決定された平成２７年

度政府予算案に金沢・敦賀間の整備費２２０億円が計上されました。 

県をはじめ、関係団体等が一丸となって取り組んできた運動の成果であ



 

 9 

り、地方創生・経済再生等の観点から、本市はもとより沿線自治体に明る

く大きな道が開かれたことを大変喜ばしく思う次第であります。ここに関

係各位の御尽力に対し、改めて敬意を表するとともに感謝申し上げます。 

今後は、前倒しに向けての時間軸を明確にし、関係機関全てがしっかり

連携するとともに、責任を持って整備を推し進めていくことが必要であり、

引き続き気を引き締めて取り組んでまいります。 

一方、鉄道・運輸機構は、先月初旬から新北陸トンネル葉原工区の斜坑

掘削に着手し、順調に工事が進捗いたしております。また、中池見湿地付

近の環境影響調査につきましては、来月中旬、第４回専門家委員会が開催

され、委員会としての結論が出る予定であると聞いており、本市といたし

ましても注視してまいりたいと考えております。 

  駅周辺整備について申し上げます。 

  駅前広場整備につきましては、現在、キャノピーの設置工事及び太陽光

パネルの製作等を進めているところであります。新年度は、残る消融雪や

太陽光発電の設備工事及び車道・歩道の舗装工事等を行い、北陸デスティ

ネーションキャンペーンが予定されている１０月を目標に１日でも早い完

成を目指してまいります。 
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  駅前広場完成後の維持管理につきましては、安全・円滑・快適な交通機

能の確保、市民交通ゾーンにおける送迎用停車場の管理等、更に、イベン

トにも利用可能な広場ゾーンの利用料金等を定める必要があり、また、駅

周辺の一体的管理の観点から、今議会に指定管理者制度を含めた設置及び

管理に関する条例案を提出させていただきました。 

ところで、市道西浦１号線でありますが、平成２７年度早期の沓地区と

手地区を結ぶ１．５キロメートル区間の暫定供用を目指し、現在、鷲崎ト

ンネル前後の坑口と県道を結ぶための取付道路等の整備を進めているとこ

ろであります。供用開始後は、西浦地区のバイパス道路として日常生活の

利便性向上に大きな役割を果たし、原子力防災機能の強化にもつながるも

のと期待するところであります。 

敦賀南スマートインターチェンジにつきましては、用地買収に関する契

約が全て完了し、中日本高速道路株式会社において、来月から工事に本格

着手するとお聞きしております。早期完成を目指し、工事が円滑に進むよ

う、関係機関と連携を図りながら取り組んでまいります。 

市道中央沓見線につきましては、現在、県道松島若葉線との取付及び四

石橋東詰交差点の右折レーンを施工中であり、来月に当該区間の一部供用
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開始を予定しているところであります。新年度も引き続き整備を進め、平

成２８年度中の全線供用開始を目指してまいります。 

次に、公共下水道の整備について申し上げます。 

現在整備中の第５期事業認可区域１，３３２ヘクタールにつきましては、

汚水整備の進捗率が昨年１２月末で８６パーセントに達しております。こ

のたび、第６期事業認可区域として新たに山泉地区等１５０ヘクタールを

追加し、認可を受けたところであります。 

今後とも、本市の生活環境の改善、公共用水域の水質保全を図るため、

公共下水道の整備に取り組んでまいります。 

樫曲地区民間廃棄物最終処分場について申し上げます。 

 抜本対策工事完了後の維持管理につきましては、浄化促進対策によりご

みの浄化が順調に進み、処分場内の保有水も、徐々に排水基準の値に近づ

いているところであります。引き続き県と共同し、処分場の早期安定化に

向けた取組を継続してまいります。 

また、抜本対策工事等に係る費用負担問題につきましては、津山圏域東

部衛生施設組合を提訴し、既に２回の口頭弁論が行われたところでありま

す。口頭弁論では、相手方は争う姿勢を見せておりますので、本市の訴え
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が認められるよう、全力を挙げて取り組んでまいります。 

次に、市の最終処分場の整備について申し上げます。 

 赤崎最終処分場につきましては、供用開始から８年が経過し、あと６、

７年をもって埋立容量が限界となる見込みであります。そのため、新たな

最終処分場の整備に取り組むこととし、基本構想策定経費等を当初予算に

計上いたしました。 

 教育関係について申し上げます。 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部が改正され、本年４月

から施行されます。この改正は、教育行政における責任体制の明確化等の

教育委員会制度の抜本的な改革であり、教育委員長と教育長を一本化した

「新教育長」の設置や、首長と教育委員会の協議、調整の場として、「総

合教育会議」の設置、教育の目標や施策の根本的な方針となる「教育行政

大綱」を首長が策定することなどが盛り込まれております。 

本市においても、今後、新制度に移行するため、関係条例案を提出させ

ていただきましたので、御審議いただきますようお願い申し上げます。 

 公立幼稚園の保育料について申し上げます。 

 新年度から、子ども・子育て支援新制度に移行することに伴い、公立幼
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稚園の保育料は、これまでの定額負担から国の示す基準に基づき、所得に

応じて保育料を支払う仕組みに変わることとなります。本市といたしまし

ては、激変緩和措置を講じた上で、今回、保育料見直しの条例改正案を提

出させていただきましたので、市民の皆様をはじめ議員各位の御理解をお

願い申し上げます。 

敦賀市立看護大学について申し上げます。 

本日から前期日程試験が行われておりますが、出願者数の倍率は、前期、

後期合せ３．０倍と、募集人員を大きく上回る出願をいただいたとの報告

を受けております。昨年に引き続き、全国から優秀な学生が入学されるも

のと期待するところであります。   

今月７日から看護の充実・発展に向け、地域の看護職の皆様を対象とし

た看護研究の講座が開催されているとともに、来年度からは市民公開講座

の開催も予定されているなど、積極的に地域貢献活動にも取り組んでいた

だいております。 

また、現在、学内において大学院設置に向けた準備も進められておりま

すが、本市といたしましては、大学が地域医療を担う質の高い看護師を養

成するとともに、市民の健康や福祉の向上に寄与する教育機関となるよう、
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今後とも設立団体としての責務をしっかり果たしてまいりたいと存じます。 

博物館建物修復事業について申し上げます。 

平成２４年度に着工した修復工事が先月完了し、今月２１日、２２日の

両日、博物館見学ツアーを行い、修復後の建物の姿を多くの市民の皆様に

御覧いただいたところであります。 

 今後は、７月４日のリニューアルオープンに向け、展示品の準備等を進

めるとともに、国の重要文化財指定を目指してまいります。 

また、来月１５日には、博物館通りの一連の整備の完了を記念する「博

物館通りフェスティバル」を開催することから、記念式典や晴明の朝市、

ジャズライブ等の各種イベントに併せ、博物館の見学会を実施いたします。 

 松原公民館の整備につきましては、松原地区の代表者で構成される松原

公民館建設委員会の御意見をお聴きしながら進めておりますが、平成２８

年度完成を目標に、新年度から公民館の建設工事に着手することとし、用

地内の地下埋設物の撤去費用等の予算を計上いたしました。 

平成３０年開催の福井国体につきましては、現在、第７３回国民体育大

会敦賀市準備委員会を中心に、県、各市町等と連携をとりながら本市で開

催される競技の準備を進めているところであります。引き続き、施設の整
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備・充実を図るとともに、本市からの多くの選手出場を目指し、ジュニア

選手等の育成強化を推進してまいります。 

また、全国各地から選手、役員、観客の方々が来敦いたしますので、市

民一人ひとりがおもてなしの心を持ってお迎えしていただけるよう、市民

の皆様の意識高揚に努めてまいりたいと存じます。 

グラウンド・ゴルフ場の整備につきましては、本年７月の供用開始を目

指し工事を進めておりましたが、地盤改良等に日数を要し、年度内の完成

が困難となったため、極めて残念ではありますが、供用開始を９月に延期

することといたしました。市民の皆様をはじめ議員各位の御理解をお願い

申し上げます。 

次に、男女共同参画社会の推進について申し上げます。 

本市では、平成２３年度から、第２次つるが男女共同参画プランに基づ

き、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮できる男女共同参

画社会の実現に向け、各種施策を展開してまいりました。 

 この第２次プランについては、平成２７年度が最終年度となっているこ

とから、現在、新たなプランの策定を進めているところであります。策定

委員の皆様から貴重な御意見等をいただきながら、社会情勢の変化に応じ
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た実効性のあるプラン策定に取り組んでまいります。 

敦賀港の振興について申し上げます。 

 敦賀港と苫小牧港とを結ぶ国内定期ＲＯＲＯ船航路におきまして、去る

１月３０日、省エネ・大型化された新造船が投入されました。また、フェ

リーにつきましても３年前に更新されたところであり、敦賀港の取扱貨物

の約７割を占める、重要な国内定期航路が強化され、更に発展するものと

大いに期待するところであります。 

外貿コンテナにつきましては、残念ながら、昨年は減少に転じておりま

すが、定期航路の安定、強化や利便性向上を図るとともに、港湾管理者で

ある県及び関係機関とともに、ポートセールスに全力で取り組み、取り扱

い個数の増加を図ってまいります。 

また、積極的に進めておりますクルーズ客船誘致につきましては、本年

も「ぱしふぃっくびいなす」の寄港が２回予定されております。敦賀みな

と振興会による官民連携した取組を一層活発にし、港の賑わい創出や地元

経済の活性化につながるよう、誘致活動を積極的に展開してまいります。 

併せて、敦賀港の物流拠点としての機能強化と、大型クルーズ客船の接

岸に必要な施設整備のための予算確保など、港の重点整備を国、県に対し
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要望してまいります。 

 本市では「人道の港」をテーマとしたＰＲ活動に取り組んでいるところ

でありますが、昨年は、杉原サバイバーのレオ・メラメド氏をはじめ、ポ

ーランドやリトアニア大使など、多くの方々に敦賀ムゼウムを訪問いただ

きました。特にレオ・メラメド氏からは、先月２２日、市内全小学校へ敦

賀上陸時の情景が描写されている著書を寄贈いただき、深く感謝を申し上

げる次第であります。 

敦賀が誇る「人道の港」の物語は、年々着実に国内のみならず世界へ浸

透しておりますので、今後も引き続き積極的なＰＲ活動を行い、知名度の

向上を図ってまいります。 

次に、農業振興について申し上げます。 

現在の農業行政は、ＴＰＰ交渉による減反政策の変更や政府・与党が推進

する農協改革などにより転換期を迎えております。本市は中山間地域に属し、

農家の経営規模が小さいことなどから、これらの影響が危惧されるところで

あります。そのため、将来にわたり農家の方々がやりがいを持って、安心し

て農業経営を行えるよう、地域の特色を活かした地元農産物の生産と農業者

の育成に対する支援を行ってまいります。また、農地の保全を図り後継者不
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足を補うためにも、土地改良事業と営農組織の育成の推進に取り組んでまい

りたいと存じます。 

産業団地について申し上げます。 

本市の産業団地に進出している日本ゼオン株式会社が、今後の需要拡大

に対応するため、１区画、１．１４ヘクタールを追加取得することになり、

今月２０日に同社と分譲地の売買契約を交わしました。 

 今後増設される新工場により、敦賀が生産拠点の一つとなり、地域経済

の活性化や定住人口の増加につながることを期待するとともに、残る分譲

地につきましても、早期分譲に向けて誘致活動を継続してまいる所存であ

ります。 

新産業団地として田結地区に計画しております第２産業団地につきまし

ては、新年度から敷地造成等の詳細な設計に着手することといたしました。

整備に当たりましては、地元住民の皆様をはじめ議員各位の御理解、御協

力をお願い申し上げる次第であります。 

 次に、赤レンガ倉庫整備事業について申し上げます。 

先月末のレストラン館への出店者３社の決定により、指定管理者を含め、

赤レンガ倉庫の運営に向けた体制が整いました。本市が長年取り組んでき
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た赤レンガ倉庫の活用がいよいよ実現する日が近づいていると、改めて実

感しているところであります。 

赤レンガ倉庫のオープンは、「鉄道の日」である、１０月１４日を目指

すこととし、新年度予算では、レストラン館と一体的な空間を演出するオ

ープンガーデンの整備、県内小学校への遠足誘致活動を含む広報活動等に

係る所要の予算を計上させていただいております。 

また、昨年、多くの方々から好評を博した、「敦賀・鉄道と港」まちづ

くり実行委員会による、敦賀港イルミネーション「ミライエ」につきまし

ては、更なる冬季誘客の拡大と赤レンガ倉庫のオープンに華を添えるため、

内容の充実を検討していると聞いております。官民協働による鉄道と港の

ブランドイメージの構築と市民によるまちづくりの推進に向けて、引き続

き支援してまいりたいと存じます。 

 観光振興について申し上げます。 

 本市では、原子力災害時における広域避難先として協定を締結している

奈良県の各受け入れ自治体と観光及び物産振興の面での交流促進を図って

おりますが、こうした交流事業の一環として、先月１８日には生駒市、今

月７日から８日にかけては奈良市の物産イベントに関係団体等とともに出
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展させていただきました。今後とも、観光ＰＲや、特産品の販路拡大等の

貴重な機会として、継続的に取り組んでまいりたいと存じます。 

 また、北陸デスティネーションキャンペーンに向け、赤レンガ倉庫や博

物館通り等の整備も進み、観光客の受入態勢も整いつつあります。この好

機を逸することなく、本市の魅力を積極的にＰＲするとともに、引き続き、

官民一体となって観光誘客に戦略的に取り組み、地域経済の活性化等につ

なげてまいる所存であります。 

 次に、地域福祉の推進について申し上げます。 

 少子高齢化や核家族化などの進行に伴い、高齢者や障がい者、子育て世

帯をはじめとする市民が抱えている生活課題も多種多様化しております。 

このため、現在、新たな地域福祉計画及び障がい者福祉計画の取りまと

めをいたしているところであります。 

今後、これまでの取組を継承するとともに、新たな計画に基づき、誰も

が地域で安心して暮らしていくために、「公助」のみならず、市民、地域、

事業所、団体等の様々な主体による「自助」・「共助」の取組を一層推進

してまいりたいと存じます。 

 生活困窮者に対する、「第２のセーフティネット」となる支援につきま
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しては、生活困窮者自立支援法の施行に伴い、新年度から福祉事務所設置

自治体が担うこととなったところであります。本市におきましては、関係

機関と連携しながら、自立相談支援等を積極的に実施することとし、必要

経費を予算計上させていただきました。 

子ども・子育て支援新制度につきましては、昨年度に調査した保護者の

ニーズ、児童数の推移などをもとに、子ども・子育て会議で議論を進め、

新年度から５箇年を計画期間とする敦賀市子ども・子育て支援事業計画の

取りまとめをいたしているところであります。 

本計画はこれまで取り組んできた、次世代育成支援対策行動計画も継承

した各種の支援事業計画であり、これらに係る関係条例案を提出させてい

ただきましたので、御審議いただきますようお願い申し上げます。 

今後とも安心して子どもを生み育てることができる子育て支援環境の整

備に、引き続き取り組んでまいります。 

介護保険事業について申し上げます。 

国においては、持続可能な社会保障制度の確立を図るため、地域におけ

る医療及び介護の総合的な確保の推進を目的とした、医療法及び介護保険

法等の改正が行われたところであります。 
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介護保険制度は創設から１５年目を迎え、団塊の世代が全て７５歳以上

となる平成３７年に向けて、地域包括ケアシステムの構築と費用負担の公

平化を柱とする大幅な制度改正が行われました。 

本市におきましても、これらの制度改正を踏まえ、誰もが住み慣れた自

宅や地域で安心して自分らしい生活を過ごすことができるよう、新年度か

ら３箇年を計画期間とする、敦賀市高齢者健康福祉計画及び敦賀市第６期

介護保険事業計画を策定し、条例及び予算の関係議案を提出させていただ

きました。今後はこの計画に基づきまして、高齢者の方々の介護、保健、

福祉施策等を推進し、地域包括ケアシステムの実現を目指してまいります。 

次に、こどもの国について申し上げます。 

現在、整備を進めておりますプラネタリウムにつきましては、来月２３

日に、櫛川、松原保育園の園児等を招き、完成披露会を開催し、新年度か

ら一般公開を開始いたします。 

 光学式とデジタル式映像の投映機を併設し、精細な表現力と迫力ある映

像を融合できるプラネタリウムを活用し、子供たち、市民のための学び・

体験・にぎわいの発信拠点を目指してまいります。 

 基金の統廃合等について申し上げます。 



 

 23 

 本市では２６の各種基金を設置しておりますが、今後、基金の更なる有

効活用を図ることとし、統廃合及び使途拡大のための条例案を提出してお

りますので、御審議いただきますようお願い申し上げます。 

 次に、今回提案いたしました平成２７年度当初予算案の概要について申

し上げます。 

 新年度当初予算案につきましては、この４月に市長並びに市議会議員選

挙が執行されるため、基本的には骨格予算とし、重要な施策の肉付けは選

挙後の補正予算において対処することといたしました。 

 したがいまして、人件費等の義務的経費並びに経常経費につきましては

年間所要額を、投資的経費のうち継続事業や早期に予算措置を必要とする

ものについては所要見込み額を計上し、市民生活や円滑な事業実施に支障

が出ないよう配慮した次第であります。 

 こうして編成した当初予算案は、 

  一般会計      ２４４億２，１１７万６千円 

  特別会計      １７５億４，５０６万９千円 

  企業会計       ９７億１，６０１万２千円 

  合  計      ５１６億８，２２５万７千円となりました。 
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 これを、前年度当初予算と比較いたしますと、一般会計７．４パーセン

トの減、特別会計７．５パーセントの増、企業会計４．７パーセントの減、

予算総額では２．３パーセントの減となったものであります。 

 主な事業につきましては、別紙お手元に配布のとおりでありますが、以

下、先に申し上げたものを除き、予算編成方針の重点施策に掲げました４

つの項目に従い順次御説明申し上げます。 

まず、「産業振興策の充実」についてであります。 

新たな雇用を創出するため、整備された高速道路網、港及び企業立地補

助金等を活用し、企業誘致活動を推進します。 

中小企業対策として、経営の安定を図るため、商工会議所が実施する中

小企業振興事業、小規模事業経営支援事業等に対し助成します。 

農業振興では、地域における農地保全等の自主的な活動の促進や、有害

獣対策への取組に対し支援を行います。 

林業の振興については、森林組合の事業推進の支援を行うとともに、水

産業振興については、稚貝、稚魚の放流及びトラフグ養殖に対する補助を

行います。 

次に、「子育て支援の充実」についてであります。 
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本市で安心して子育てが行えるよう、保育園や幼稚園等の子育て支援拠

点の安定的な運営を行います。 

併せて、放課後児童クラブや地域子ども教室を拡充いたします。 

また、妊婦や乳幼児を対象とした各種健診をはじめ、育児相談や訪問相

談事業等の各種支援を行います。 

次に、「人材育成の充実」についてであります。 

 市内での高等教育の充実強化を図るため、市立看護大学への運営支援を

行うとともに、市立敦賀病院の看護師をはじめとする人材の確保、定着を

実現するため、学生等に修学資金を貸与します。 

 若者の市内での就職と定住を促進するため、企業とのマッチングを推進

します。 

次に、「緊急経済対策の継続」についてであります。 

 骨格予算ではありますが、現下の厳しい経済情勢を踏まえ、上下水道、

道路整備等の一部公共事業を実施するとともに、公共施設の修繕工事の前

倒し、追加補正した地方創生関連事業等により、本市の経済活動の停滞を

防いでまいります。 

 また、北陸デスティネーションキャンペーンに向け、関連イベントを開
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催するとともに、広報活動を積極的に行います。 

 次に、一般会計の歳入予算について申し上げます。 

 歳入予算につきましては、景気の動向や国の地方財政対策等を十分勘案

のうえ、見込み得る確実な財源を計上し、収支の均衡を図りました。特に

市税につきましては、平成２６年度の決算見込みや地域経済の動向を勘案

し、対前年度比１．９パーセント減で計上いたしました。 

 このほか、地方譲与税等については、国の地方財政対策等を参考に、見

込み得る確実な額を、国・県支出金につきましても、事業ごとに見合う額

を計上し、繰入金につきましては、事業目的に見合う特定目的基金から繰

入れをいたします。また、市債につきましては、適債事業を精査して計上

いたしました。 

 以上が当初予算案の概要であります。 

続いて、同時に提案いたしました平成２６年度３月補正予算案について、

その概要を申し上げます。 

今回の補正予算案の内容は、事業の完了や財源の確定に伴うもののほか、

県営事業負担金など予算措置を必要とするものについて補正した次第であ

ります。 
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まず、一般会計では、職員の早期退職に伴う退職手当のほか、基金の統

廃合に伴う公共施設整備基金への積立金、道路除雪費、奨学育英資金貸付

基金への繰出金等を計上いたしました。 

また、敦賀気比高等学校野球部が選抜大会に出場いたしますので、その

激励費を計上いたしました。 

一般会計の歳入につきましては、法人市民税の調定増加見込み分を、ま

た、国・県支出金について、これまでの決定額あるいは現在見込み得る確

実な額を計上するとともに、各種基金利子などの財産収入、市債等の調整

を行い、収支の均衡を図りました。 

次に、特別会計についてでありますが、産業団地整備事業特別会計につ

いては、進出企業への用地売却に伴う公共施設整備基金への返還金を、国

民健康保険、介護保険の各特別会計につきましては、給付費等の増加見込

分を、計上いたしました。 

 以上の結果、今回の補正予算案の規模は、 

  一般会計        ６億７，３６９万５千円 

  特別会計        ５億２，５６９万３千円 

  企業会計          ３，４１１万８千円の減 
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  合  計       １１億６，５２７万円となりました。 

続いて、本日、追加提案させていただきました補正予算案について、そ

の概要を申し上げます。 

 一般会計において、国の補正予算で創設された交付金を活用し、将来推

計人口等調査費、地元商業活性化のためのプレミアム付商品券の発行事業

費、多子世帯等への商品券購入助成費、赤レンガ倉庫をはじめとする金ヶ

崎周辺への誘客促進事業費について補正した次第であります。 

歳入につきましては、法人市民税の調定増加見込み分を、また、国・県

支出金についても計上し、収支の均衡を図りました。 

以上の結果、今回の補正予算案の規模は、 

  一般会計        １億  ９５６万９千円となり、 

補正後の予算総額は、 

  一般会計      ２９１億６，８３８万７千円 

  特別会計      １７８億６，５６６万３千円 

  企業会計      １０８億２，３３１万２千円 

  合  計      ５７８億５，７３６万２千円となりました。 

 その他条例案などの各議案につきましては、いずれも記載のとおりの理
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由により提案した次第であります。 

 次に、本市にお寄せいただきました寄附金品は、別紙お手元に配布のと

おりであります。寄附者各位の御芳志と善意に対し、各位とともに市民を

代表して厚く御礼申し上げます。 

 以上、私の市政に対する所信の一端と今回提案いたしました予算案など

について御説明申し上げました。 

何卒慎重に御審議をいただき妥当なる御決議を賜りますようお願い申し

上げます。 


